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諮問庁：防衛大臣 

諮問日：平成２９年４月１４日（平成２９年（行情）諮問第１４１号）及び平

成３０年２月９日（平成３０年（行情）諮問第８４号） 

答申日：平成３０年６月２８日（平成３０年度（行情）答申第１４３号及び同

第１５１号） 

事件名：自衛隊法９５条の２の新設に際して行政文書ファイルにつづられた文

書の一部開示決定に関する件 

    自衛隊法９５条の２の新設に際して行政文書ファイルにつづられた文

書の開示決定に関する件（文書の特定） 

 

 

答 申 書 

 

第１ 審査会の結論 

「自衛隊法９５条の２（合衆国軍隊等の部隊の武器等の防護のための武

器の使用）の新設に際して，業務のために行政文書ファイルにつづった文

書の全て。＊『行政機関の保有する情報の公開に関する法律施行令』別表

でいう『７ 電磁的記録』があれば，それを希望。」（以下「本件請求文

書」という。）の開示請求に対し，別紙１に掲げる３０４文書（以下「本

件対象文書」という。）を特定し，その一部を不開示とした各決定は，妥

当である。 

第２ 審査請求人の主張の要旨 

 １ 審査請求の趣旨 

   行政機関の保有する情報の公開に関する法律（以下「法」という。）３

条の規定に基づく開示請求に対し，平成２８年７月１９日付け防官文第１

３３２７号及び同年１０月１７日付け防官文第１７７８８号により防衛大

臣（以下「防衛大臣」，「処分庁」又は「諮問庁」という。）が行った開

示決定及び一部開示決定（以下，順に「原処分１」及び「原処分２」とい

い，併せて「原処分」という。）について，その取消しを求める。 

２ 審査請求の理由 

 （１）審査請求書１（平成２９年（行情）諮問第１４１号） 

ア 他にも文書が存在するものと思われる。 

     国の解釈によると，「行政文書」とは，「開示請求時点において，

当該行政機関が保有しているもの」（別件の損害賠償請求事件にお

ける国の主張）である。 

     そこで本件開示決定通知書で特定されたＰＤＦファイル形式以外の

電磁的記録形式が存在すれば，それについても特定を求めるもので

ある。 
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イ 履歴情報の特定を求める。 

    本件開示決定通知からは不明であるので，履歴情報が特定されてい

なければ，改めてその特定を求めるものである。 

ウ 特定されたＰＤＦファイルが本件対象文書の全ての内容を複写して

いるか確認を求める。 

    平成２２年度（行情）答申第５３８号で明らかになったように，電

子ファイルを紙に出力する際に，当該ファイル形式では保存されてい

る情報が印刷されない場合が起こり得る。 

これと同様に当該ファイル形式を他のファイル形式に変換する場合 

にも，変換先のファイル形式に情報が移行しない場合が設定等によ

り技術的に起こり得るのである。 

本件対象文書が当初のファイル形式を変換して複写の交付が行われ

ている場合，本件対象文書の内容が，交付された複写には欠落して

いる可能性がある。そのため，特定されたＰＤＦファイルが本件対

象文書の全ての内容を複写しているか確認を求めるものである。 

   エ 「本件対象文書の内容と関わりのない情報」（平成２４年４月４日

付け防官文第４６３９号）についても特定を求める。 

平成２４年４月４日付け防官文第４６３９号で示すような「本件対

象文書の内容と関わりのない情報」との処分庁の勝手な判断は，法

に反するので，本件対象文書に当該情報が存在するなら，改めてそ

の特定と開示・不開示の判断を改めて求めるものである。 

オ 一部に対する不開示決定の取消し。 

記録された内容を精査し，支障が生じない部分については開示すべ

きである。 

 （２）審査請求書２（平成３０年（行情）諮問第８４号） 

アないしオ 上記（１）アないしオと同旨 

   カ 本件対象文書が本来の電磁気記録形式でのファイル数は，開示決定

通知書で特定された数より少ない可能性があるので，改めて特定す

るべきである。 

（３）意見書（平成２９年（行情）諮問第１４１号） 

ア 総務省の法解釈に従えば，開示請求時の電磁的記録形式で文書が特

定・開示されなければならない。 

本件審査請求と同様の，開示請求時に行政機関が保有する電磁的記

録形式で文書を特定すべしとの異議申立てに対して，法の所管官庁

である総務省は，Ｗｏｒｄ形式で保有する文書を特定し，開示する

との決定を行っている。 

これが法の正しい解釈であり，諮問庁は独善的な法解釈を改め，所

管官庁の解釈に従って文書の特定・開示を行うべきである。 
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また処分庁も過去における開示決定（平成２５年１２月２５日付け

防官文第１７１１９号）でＷｏｒｄファイルを特定・明示している

ので，特定・開示において何ら支障は生じないはずである。 

イ 処分庁では変更履歴情報等が存在しても開示対象と扱わずに処分を

行っている。 

  諮問庁は理由説明書で，本件対象文書の履歴情報等について「防衛

省において業務上必要なものとして利用又は保存されている状態にな

く」と主張している。 

  ところが平成２８年７月１日付け書状及び同月１５日付け書状によ

れば，開示実施の担当窓口では，変更履歴情報等について付随を避け

る措置を施した上で，複写の交付を行っていると説明している。 

  この説明によれば，処分庁は変更履歴情報等が存在しても開示対象

と扱わずに開示決定等を行っているのである。 

  本状から推測するに，おそらく開示実施を直接担当している職員は，

変更履歴情報等が開示対象になり得るという事実を知らずに開示実施

を遂行しているものと思料される。 

    そこで改めて変更履歴情報等の有無を確認するとともに，その情報

について開示決定等をやり直すべきである。 

第３ 諮問庁の説明の要旨 

 １ 理由説明書１（平成２９年（行情）諮問第１４１号） 

（１）経緯 

本件開示請求は，本件請求文書の開示を求めるものであり，本件開示

請求に対し，別紙１に掲げる３０４文書（本件対象文書）を内閣官房国

家安全保障局より移送を受けた。 

    本件開示請求については，平成２８年５月１１日付け（同月１２日付

け受理）で内閣官房国家安全保障局長宛てに開示請求があり，法１２条

１項の規定により同年６月１０日付け閣安保第３６６号により防衛大臣

宛てに開示請求が移送され，法１１条を適用して同年１０月１７日まで

開示決定等の期限を延長し，まず，同年７月１９日付け防官文第１３３

２７号により，別紙１に掲げる文書１ないし文書１２の１２文書（以下

「本件対象文書１」という。）について開示決定（原処分１）を行った

後，同年１０月１７日付け防官文第１７７８８号により，別紙１に掲げ

る文書１３ないし文書３０４の２９２文書（以下「本件対象文書２」と

いう。）について法５条３号，４号及び６号に該当する部分を不開示と

する一部開示決定（原処分２）を行った。 

本件審査請求は，原処分２に対してされたものである。 

（２）法５条の該当性について 

    別紙２のとおり。 
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（３）審査請求人の主張について 

ア 審査請求人は，「他にも文書が存在するものと思われる。」と主張

し，本件開示決定通知書で特定されたＰＤＦファイル形式以外の電磁

的記録形式が存在すれば，それについても特定するよう求めるが，本

件対象文書２の電磁的記録はＰＤＦファイル形式とは異なるいわゆる

文書作成ソフトにより作成された文書であり，ＰＤＦファイル形式以

外の電磁的記録を特定している。 

なお，審査請求人は処分庁が原処分２における行政文書開示決定通

知書においてＰＤＦファイル形式の電磁的記録を特定したかのよう

に述べるが，法その他の関係法令において，特定した電磁的記録の

形式まで明示しなければならないことを義務付けるような趣旨の規

定はないことから，原処分２においては「ＰＤＦファイル形式」と

電磁的記録の形式まで明示していない。 

イ 審査請求人は，「本件開示決定通知からは不明である」として，本

件対象文書２の履歴情報についても特定するよう求めるとともに，

「平成２４年４月４日付け防官文第４６３９号で示すような「本件対

象文書の内容と関わりのない情報」との処分庁の勝手な判断は，法に

反する」として，「本件対象文書の内容と関わりのない情報」につい

ても特定し，開示・不開示を判断するよう求めるが，本件対象文書２

の履歴情報やプロパティ情報等については，いずれも防衛省において

業務上必要なものとして利用又は保存されている状態になく，法２条

２項の行政文書に該当しないため，開示・不開示の判断を行う必要は

ない。 

ウ 審査請求人は，「本件対象文書が当初のファイル形式を変換して複

写の交付が行われている場合，本件対象文書の内容が，交付された複

写には欠落している可能性がある。」として，特定されたＰＤＦファ

イルが本件対象文書２の全ての内容を複写しているか確認するよう求

めるが，本件審査請求がされた時点においては，開示の実施の申出が

なされていないことから開示の実施は行われておらず，したがって複

写の交付も行われていない。 

エ 審査請求人は，「記録された内容を精査し，支障が生じない部分に

ついては開示すべきである。」として，不開示部分についてその取消

しを求めるが，本件対象文書２の法５条該当性を十分に検討した結

果，その一部が別紙２のとおり同条３号，４号及び６号に該当するこ

とから当該部分を不開示としたものであり，その他の部分については

開示している。 

オ 以上のことから，審査請求人の主張はいずれも理由がなく，原処分

２を維持することが妥当である。 

 ２ 理由説明書２（平成３０年（行情）諮問第８４号） 
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（１）経緯 

本件開示請求は，本件請求文書の開示を求めるものであり，本件開示

請求に対し，別紙１に掲げる３０４文書（本件対象文書）を内閣官房国

家安全保障局より移送を受けた。 

    本件開示請求については，平成２８年５月１１日付け（同月１２日付

け受理）で内閣官房国家安全保障局長宛てに開示請求があり，法１２条

１項の規定により同年６月１０日付け閣安保第３６６号により防衛大臣

宛てに開示請求が移送され，法１１条を適用して同年１０月１７日まで

開示決定等の期限を延長し，まず，法９条１項の規定に基づき，同年７

月１９日付け防官文第１３３２７号により，別紙１に掲げる文書１ない

し文書１２の１２文書（本件対象文書１）について開示決定（原処分

１）を行った。 

本件審査請求は，原処分１に対してされたものである。 

（２）審査請求人の主張について 

ア 審査請求人は，「他にも文書が存在するものと思われる。」と主張

し，本件開示決定通知書で特定されたＰＤＦファイル形式以外の電磁

的記録形式が存在すれば，それについても特定するよう求めるが，本

件対象文書１の電磁的記録は特定されたＰＤＦファイル形式が全てで

ある。 

なお，審査請求人は処分庁が原処分１における行政文書開示決定通

知書においてＰＤＦファイル形式の電磁的記録を特定したかのよう

に述べるが，法その他の関係法令において，特定した電磁的記録の

形式まで明示しなければならないことを義務付けるような趣旨の規

定はないことから，原処分１においては「ＰＤＦファイル形式」と

電磁的記録の形式まで明示していない。 

イ及びウ 上記１（３）イ及びウと同旨 

エ 審査請求人は，「記録された内容を精査し，支障が生じない部分に

ついては開示すべきである。」として，不開示部分についてその取消

しを求めるが，本件対象文書１については不開示部分はない。 

オ 審査請求人は，「本件対象文書が本来の電磁気記録形式でのファイ

ル数は，開示決定通知書で特定された数より少ない可能性があるので，

改めて特定するべきである。」と主張し，改めて特定するよう求める

が，ファイル数の特定に誤りはない。 

カ 以上のことから，審査請求人の主張はいずれも理由がなく，原処分

１を維持することが妥当である。 

３ 補充理由説明書（平成２９年（行情）諮問第１４１号） 

  文書６３，１５０，１６９，１７２，１７５，２２３，２２６，２３４，

２４０及び２５７ないし２５９のそれぞれの不開示部分には職員の連絡先
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に関する情報が記載されており，公にすることにより，いたずらや業務妨

害等を目的とした電話，通信等を容易ならしめ，行政事務の適正な遂行に

著しく支障を及ぼすおそれがあることから，法５条６号に該当するため不

開示としたが，職員の自宅の電話番号については，個人に関する情報でも

あって，特定の個人を識別することができることから，同条１号の不開示

事由を追加する。 

第４ 調査審議の経過 

当審査会は，本件各諮問事件について，以下のとおり，併合し，調査審

議を行った。 

   ① 平成２９年４月１４日  諮問の受理（平成２９年（行情）諮問第 

１４１号） 

② 同日          諮問庁から理由説明書を収受（同上） 

③ 同月２７日       審議（同上） 

   ④ 同年５月２３日     審査請求人から意見書を収受（同上） 

   ⑤ 平成３０年２月９日   諮問の受理（平成３０年（行情）諮問第 

８４号） 

   ⑥ 同日          諮問庁から理由説明書を収受（同上） 

    ⑦ 同年５月１７日     諮問庁から補充理由説明書を収受（平成

２９年（行情）諮問第１４１号） 

⑧ 同年６月１２日     本件対象文書２の見分及び審議（平成２

９年（行情）諮問第１４１号及び平成３

０年（行情）諮問第８４号） 

⑨ 同月２６日       平成２９年（行情）諮問第１４１号及び

平成３０年（行情）諮問第８４号の併合

並びに審議 

第５ 審査会の判断の理由 

１ 本件対象文書について 

本件対象文書は，別紙１に掲げる３０４文書である。 

審査請求人は，原処分の取消し及び本件対象文書のＰＤＦ形式以外の電

磁的記録の特定を求めており，諮問庁は，本件対象文書の一部が法５条３

号，４号及び６号に該当するとして不開示とした原処分について，同条１

号の不開示理由を追加した上で原処分を妥当であるとしていることから，

以下，本件対象文書の見分結果に基づき，本件対象文書の特定の妥当性及

び不開示情報該当性について検討する。 

２ 本件対象文書の特定の妥当性について 

（１）本件対象文書の特定について，当審査会事務局職員をして諮問庁に確

認させたところ，諮問庁から次のとおり説明があった。 

  ア 本件対象文書は，自衛隊法９５条の２の新設に際して行政文書ファ
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イルにつづった文書である。 

  イ 自衛隊法９５条の２は，いわゆる平和安全法制関連２法の一つであ

る「我が国及び国際社会の平和及び安全の確保に資するための自衛隊

法等の一部を改正する法律」により新設されたものであり，その策定

作業は，内閣官房，内閣府，外務省及び防衛省等が協力して行った。 

ウ 本件対象文書のうち，文書１３ないし文書３０４については，いわ

ゆる文書作成ソフトによるデータを保有しており，本件請求文書に該

当する文書としてこれらを特定している。 

エ 文書１ないし文書８及び文書１０ないし文書１２については，内閣

官房が作成したものをＰＤＦ形式の電磁的記録として提供を受けたも

の又は内閣官房，内閣府，外務省及び防衛省が共同してＰＤＦ形式以

外の電磁的記録として作成し，作成した後は完成版をＰＤＦ形式の電

磁的記録として保存することとし，原稿であるＰＤＦ形式以外の電磁

的記録は廃棄したものであり，いずれも防衛省においてＰＤＦ形式以

外の電磁的記録は保有していない。 

オ 文書９については，その原稿を防衛省内部部局の担当者がＰＤＦ形

式以外の電磁的記録として作成したが，作成後に誤編集防止の観点か

らＰＤＦ形式の電磁的記録で保存することとし，原稿であるＰＤＦ形

式以外の電磁的記録については廃棄した。 

（２）文書１ないし文書１２の電磁的記録の入手経緯に係る諮問庁の上記（

１）エ及びオの説明を踏まえると，これらの文書について，ＰＤＦ形式

以外の電磁的記録は保有していない旨の諮問庁の説明が不自然，不合理

とはいえず，他に本件対象文書以外の電磁的記録の存在をうかがわせる

事情も認められないことから，防衛省において，本件対象文書の外に本

件請求文書に該当する文書（電磁的記録）を保有しているとは認められ

ない。 

３ 不開示情報該当性について 

（１）関係省庁の担当者の直通電話番号，内線番号及び電子メールアドレス

について 

    文書６３（「Ｔｅｌ」及び「Ｅ－ｍａｉｌ」部分）の不開示部分には，

関係省庁の担当者の直通電話番号，内線番号及び電子メールアドレスが

記載されている。 

当該部分は，これを公にすることにより，いたずらや偽計等に使用さ

れ，国の機関が必要とする際の緊急の連絡や部外との連絡に支障を来す

など，国の機関の事務の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあると認め

られるので，法５条６号柱書きに該当し，不開示としたことは妥当であ

る。 

（２）内閣情報調査室の課長相当職未満の職員の氏名について 
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    文書６３（内閣官房内閣情報調査室「総務部」の右部分）の不開示部

分には，内閣情報調査室の，内閣の重要政策に関する情報の収集及び分

析その他の調査に関する事務を担当している課長相当職未満の職員の氏

名が記載されている。 

当該部分は，これを公にすることにより，当該職員が特定され，情報

を得ようとする者から当該職員に不当な働き掛けが行われるなど，内閣

情報調査室の職務に支障を及ぼすおそれがあり，ひいては国の安全が害

されるおそれがあると行政機関の長が認めることにつき相当の理由があ

ると認められるので，法５条３号に該当し，不開示としたことは妥当で

ある。 

（３）警察庁の職員の氏名について 

   文書６３（警察庁警備局警備企画課の下部分）の不開示部分には，警

察庁の警部及び同相当職以下の職員の氏名が記載されている。 

  ア 当該部分の不開示情報該当性について，当審査会事務局職員をして

諮問庁に確認させたところ，諮問庁から，不開示とされた警察庁職員

の氏名については，警部及び同相当職以下の職にある同庁職員に係る

ものであり，同庁においては，警部及び同相当職以下の職にある同庁

職員の氏名を公表しておらず，当該職員の氏名が公になると，これを

手掛かりとして，犯罪等を企図する集団等の反社会的勢力が，何らか

の有益な情報を得ようとする又は犯罪組織等にとって都合の悪い施策

や法案の企画・立案を妨害しようと接近，懐柔しようとすることが考

えられるほか，当該職員がこれを拒絶すれば，当該職員本人への攻撃

はもちろん，その家族への攻撃や報復が予想されるなど，個人の権利

利益が侵害されるとともに，警察業務に支障を及ぼすおそれがあり，

当該職員の氏名は，開示することにより，犯罪の予防鎮圧又は捜査，

その他の公共の安全と秩序の維持に支障を及ぼすおそれがあるとの説

明があった。 

  イ 警察業務の特殊性に鑑みれば，上記アの諮問庁の説明に特段不自然，

不合理な点は認められず，当該職員の氏名を開示することにより，犯

罪等を企図する集団等の反社会的勢力によって当該職員が特定され，

当該職員本人及びその家族が嫌がらせや攻撃の対象にされたり，直接

又は間接の不当な接触等により様々な懐柔，干渉を加えられ，警察活

動の妨害が行われたりするなど，その業務に支障を来すおそれを否定

できない。 

ウ したがって，当該部分は，これを公にすることにより，犯罪の予防，

鎮圧又は捜査その他の公共の安全と秩序の維持に支障を及ぼすおそれ

があると行政機関の長が認めることにつき相当の理由があると認めら

れるので，法５条４号に該当し，不開示としたことは妥当である。 
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（４）政府関係者の自宅の電話番号並びに国の機関の非公表の電話番号及び

政府関係者の公用の携帯電話番号について 

   文書１５０，文書１６９，文書１７２，文書１７５，文書２２３，文

書２２６，文書２３４，文書２４０及び文書２５７ないし文書２５９の

不開示部分（以下「政府関係者等の電話番号情報」という。）には，政

府関係者の自宅の電話番号並びに国の機関の非公表の電話番号及び政府

関係者の公用の携帯電話番号が記載されている。 

  ア 個人に関する情報について 

    政府関係者等の電話番号情報のうち，政府関係者の自宅の電話番号

については，法５条１号本文前段の個人に関する情報であって，特定

の個人を識別することができるものに該当し，同号ただし書イないし

ハに該当する事情も認められず，さらに，個人識別部分に該当すると

認められ，法６条２項による部分開示の余地はないことから，同号に

該当し，同条６号について判断するまでもなく，不開示としたことは

妥当である。 

  イ 国の機関の非公表の電話番号等について 

政府関係者等の電話番号情報のうち，国の機関の非公表の電話番号

及び政府関係者の公用の携帯電話番号については，これを公にする

ことにより，いたずらや偽計等に使用され，国の機関が必要とする

際の緊急の連絡や部外との連絡に支障を来すなど，国の機関の事務

の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあると認められるので，法５

条６号柱書きに該当し，不開示としたことは妥当である。 

４ 審査請求人のその他の主張について 

   審査請求人のその他の主張は，当審査会の上記判断を左右するものでは

ない。 

５ 付言 

   本件諮問のうち原処分１に対する審査請求に係るものは，審査請求から

諮問までに約１年５か月が経過しており，「簡易迅速な手続」による処理

とはいい難く，審査請求の趣旨及び理由に照らしても，諮問を行うまでに

長期間を要するものとは考え難い。 

   諮問庁においては，今後，開示決定等に対する不服申立てにおける処理

に当たって，迅速かつ的確な対応が望まれる。 

６ 本件各決定の妥当性について 

  以上のことから，本件請求文書の開示請求に対し，本件対象文書を特定

し，その一部を法５条３号，４号及び６号に該当するとして不開示とした

各決定について，諮問庁が，不開示とされた部分は同条１号，３号，４号

及び６号に該当することから不開示とすべきとしていることについては，

防衛省において，本件対象文書の外に開示請求の対象として特定すべき文
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書を保有しているとは認められないので，本件対象文書を特定したことは

妥当であり，不開示とされた部分は，同条１号，３号，４号及び６号柱書

きに該当すると認められるので，不開示としたことは妥当であると判断し

た。 

（第２部会） 

  委員 白井玲子，委員 池田綾子，委員 中川丈久 

 

 



 

 11 

別紙１ 

 

文書１ 平成２７年３月２７日 自衛隊法新旧 

文書２ 平成２７年３月２日 自衛隊法新旧 

文書３ 平成２７年３月２５日 自衛隊法新旧 

文書４ 平成２７年３月２７日 自衛隊法新旧 

文書５ 平成２７年３月３１日 自衛隊法新旧 

文書６ 平成２７年４月２日 自衛隊法新旧 

文書７ 平成２７年４月７日 自衛隊法新旧その１ 

文書８ 平成２７年４月７日 自衛隊法新旧その２ 

文書９ 用例関係資料（自衛隊法９５条の２関係） 

文書１０ 法制局論点集 目次 

文書１１ 法制局論点集 細目 

文書１２ 法制局論点集 本体 

文書１３ 与党協議      

文書１４ 国の存立を全うし，国民を守るための切れ目のない安全保障法制の

整備について（平成２６年７月１日閣議決定）    

文書１５ 自衛隊と連携して我が国の防衛に資する活動に現に従事している米

軍部隊の武器等の防護について      

文書１６ 自衛隊法９５条（武器等の防護のための武器の使用）及び新設する

権限に係る考え方について      

文書１７ 検討事項について      

文書１８ 安全保障法制整備の具体的な方向性について 

文書１９ 安保法制の検討状況      

文書２０ 安保法制の検討状況（４月１４日） 

文書２１ 与党協議会で示された「具体的な方向性」を踏まえた主要な事項に

関する条文化作業の状況について      

文書２２ 安保法制の検討状況（４月２７日） 

文書２３ 平和安全法制の概要      

文書２４ 我が国及び国際社会の平和及び安全の確保に資するための自衛隊法

等の一部を改正する法律案要綱      

文書２５ 我が国及び国際社会の平和及び安全の確保に資するための自衛隊法

等の一部を改正する法律・理由      

文書２６ 我が国及び国際社会の平和及び安全の確保に資するための自衛隊法

等の一部を改正する法律案新旧対照表 

文書２７ 我が国及び国際社会の平和及び安全の確保に資するための自衛隊法

等の一部を改正する法律案参照条文      
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文書２８ 国の存立を全うし，国民を守るための切れ目のない安全保障法制の

整備について（平成２６年７月１日閣議決定） 

文書２９ 安全保障法制整備に関する与党協議会の具体的な日程と議題（案） 

文書３０ 与党協議 

文書３１ 自衛隊と連携して我が国の防衛に資する活動に現に従事している米

軍部隊の武器等の防護について      

文書３２ 自衛隊法９５条（武器等防護のための武器の使用）及び新設する権

限に係る考え方      

文書３３ 検討事項について      

文書３４ 安全保障法制整備の具体的な方向性について（とりまとめ案） 

文書３５ 安保法制の検討状況      

文書３６ 安保法制の検討状況（４月１４日） 

文書３７ 与党協議会で示された「具体的な方向性」を踏まえた主要な事項に

関する条文化作業の状況について      

文書３８ 安保法制の検討状況（４月２７日） 

文書３９ 平和安全法制の概要      

文書４０ 我が国及び国際社会の平和及び安全の確保に資するための自衛隊法

等の一部を改正する法律案要綱      

文書４１ 我が国及び国際社会の平和及び安全の確保に資するための自衛隊法

等の一部を改正する法律      

文書４２ 我が国及び国際社会の平和及び安全の確保に資するための自衛隊法

等の一部を改正する法律案 新旧対照表 

文書４３ 我が国及び国際社会の平和及び安全の確保に資するための自衛隊法

等の一部を改正する法律案 参照条文 

文書４４ 与党協議      

文書４５ 自衛隊と連携して我が国の防衛に資する活動に現に従事している米

軍部隊の武器等の防護について      

文書４６ 自衛隊法９５条（武器等の防護のための武器の使用）及び新設する

権限に係る考え方      

文書４７ 検討事項について      

文書４８ 安全保障法制整備の具体的な方向性について（とりまとめ案） 

文書４９ 安保法制の検討状況      

文書５０ 安保法制の検討状況（４月１４日） 

文書５１ 与党協議会で示された「具体的な方向性」を踏まえた主要な事項に

関する条文化作業の状況について      

文書５２ 安保法制の検討状況（４月２７日） 

文書５３ 与党協議会で示された「具体的な方向性」を踏まえた主要な事項に

関する条文化作業の状況について      
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文書５４ 与党協議会で示された「具体的な方向性」を踏まえた主要な事項に

関する条文化作業の状況について      

文書５５ 安保法制の検討状況（４月２７日） 

文書５６ 平和安全法制の概要 

文書５７ 我が国及び国際社会の平和及び安全の確保に資するための自衛隊法

等の一部を改正する法律案要綱      

文書５８ 我が国及び国際社会の平和及び安全の確保に資するための自衛隊法

等の一部を改正する法律      

文書５９ 我が国及び国際社会の平和及び安全の確保に資するための自衛隊法

等の一部を改正する法律案 新旧対照表 

文書６０ 我が国及び国際社会の平和及び安全の確保に資するための自衛隊法

等の一部を改正する法律案 参照条文 

文書６１ 基本的見解セット（合衆国軍隊等の武器等の防護について） 

文書６２ 合衆国軍隊等の武器等の防護について 

文書６３ 質問及び回答【様式１】一括改正法律案（題名検討中）に対する質

問事項（統合） 

文書６４ （目次）（未定稿） 

文書６５ （総論）（未定稿） 

文書６６ （自衛隊法）（未定稿） 

文書６７ 平成２７年６月５日の吉村洋文議員の指摘事項について（平成２７

年７月１日 防衛省）      

文書６８ 平成２７年６月１９日の宮本徹議員の指摘事項について（平成２７

年７月１０日 防衛省）  

文書６９ 平成２７年８月３日の吉田忠智議員の指摘事項について（平成２７

年８月１１日 防衛省）      

文書７０ 平成２７年９月２日の仁比聡平議員の指摘事項について（平成２７

年９月１１日 防衛省）      

文書７１ 衆議院議員逢坂誠二君提出閣議決定「国の存立を全うし，国民を守

るための切れ目のない安全保障法制の整備について」に関する質問主

意書      

文書７２ 参議院議員藤末健三君提出米軍等の部隊の武器等防護に関する再質

問主意書      

文書７３ 参議院議員藤末健三君提出米軍等の部隊の武器等防護に関する質問

主意書      

文書７４ 参議院議員藤末健三君提出自衛官による米軍等の武器等防護に関す

る質問主意書      

文書７５ 参議院議員藤末健三君提出安全保障関連法案の審議における「受動

的」及び「限定的」の定義に関する質問主意書 
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文書７６ 参議院議員藤末健三君提出米軍等の部隊の武器等防護に関する第三

回質問主意書      

文書７７ 参議院議員蓮舫君提出中谷防衛大臣の答弁に関する質問主意書  

文書７８ 我が国防衛のために現に行動している米艦の防護 

文書７９ 議事録      

文書８０ 自衛隊と連携して我が国の防衛に資する活動に現に従事している米

軍部隊の武器等の防護について      

文書８１ 自衛隊法９５条（武器等の防護のための武器の使用）及び新設する

権限に係る考え方について      

文書８２ 自衛隊と連携して我が国の防衛に資する活動に現に従事している米

軍部隊の武器等の防護について      

文書８３ 自衛隊と連携して我が国の防衛に資する活動に現に従事している米

軍部隊の武器等の防護について      

文書８４ 検討事項について      

文書８５ 自衛隊と連携して我が国の防衛に資する活動に現に従事している米

軍部隊の武器等の防護について      

文書８６ 自衛隊と連携して我が国の防衛に資する活動に現に従事している米

軍部隊の武器等の防護について      

文書８７ 安全保障法制整備の具体的な方向性について（とりまとめ案） 

文書８８ 切れ目のない安全保障法制整備の検討状況について 

文書８９ （参考資料集）切れ目のない安全保障法制整備の検討状況について 

文書９０ 安全保障法制整備の具体的な方向性について 

文書９１ 切れ目のない安全保障法制整備の検討状況について 

文書９２ （参考資料集）切れ目のない安全保障法制整備の検討状況について 

文書９３ 安全保障法制整備の具体的な方向性について 

文書９４ 切れ目のない安全保障法制整備の検討状況について 

文書９５ 切れ目のない安全保障法制整備の検討状況について 

文書９６ 安保法制の検討状況      

文書９７ （参考資料集）切れ目のない安全保障法制整備の検討状況について 

文書９８ 安保法制の検討状況 ４月１４日      

文書９９ 与党協議会で示された「具体的な方向性」を踏まえた主要な事項に

関する条文化作業の状況について      

文書１００ 安保法制の検討状況 ４月２７日 

文書１０１ 「安全保障法制整備の具体的な方向性について」（３月２０日）

に関するＱ＆Ａ      

文書１０２ 安保法制の検討状況      

文書１０３ 日米防衛協力のための指針 ２０１５年４月２７日 

文書１０４ 合衆国軍隊等の武器等の防護について 
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文書１０５ 合衆国軍隊等の部隊の武器等の防護について  

文書１０６ 自衛隊法の改正（在外邦人等の保護措置，米軍等の部隊の武器等

の防護関連） 

文書１０７ 平和安全法制の概要      

文書１０８ 統合新旧対照表 武器等防護      

文書１０９ 自衛隊法の改正（在外邦人等の保護措置，米軍等の部隊の武器等

の防護関連）      

文書１１０ 自衛隊法９５条の２（「武器等」） 

文書１１１ 合衆国軍隊等の部隊の武器等の防護について 

文書１１２ 自衛隊法の改正（在外邦人等の保護措置，米軍等の部隊の武器等

の防護関連） 

文書１１３ 自衛隊法（昭和２９年法律第１６５号）（１条関係）【抜粋】 

文書１１４ 今回の法整備で可能となる事項等 

文書１１５ 平素・重要影響・存立の分類 

文書１１６ 想定資料  

文書１１７ 安保法制の検討状況 

文書１１８ 想定資料  

文書１１９ 想定資料  

文書１２０ 議事録 

文書１２１ ２６０７１５ 参・予算委 佐藤 正久 君 大臣 問１３ 

文書１２２ ２６１０１４ 衆・安保委 三木 圭恵 君 大臣・武藤審議官

問１（２） 

文書１２３ ２６１０１４ 衆・安保委 三谷 英弘 君 大臣 問１（３） 

文書１２４ ２６１０１５ 衆・外務委 長島 昭久 君 副大臣 問４ 

文書１２５ ２６１０１５ 衆・外務委 長島 昭久 君 副大臣 問５ 

文書１２６ ２６１０１５ 衆・外務委 長島 昭久 君 副大臣 問７ 

文書１２７ ２６１０１５ 衆・外務委 長島 昭久 君 副大臣 問８ 

文書１２８ ２６１０１６ 参・外防委 佐藤 正久 君 大臣 問９ 

文書１２９ ２６１０１６ 参・外防委 佐藤 正久 君 大臣 問１０ 

文書１３０ ２６１０１６ 参・外防委 佐藤 正久 君 大臣 問１２ 

文書１３１ ２６１０１７ 衆・安保委 三谷 英弘 君 大臣 問１（３） 

文書１３２ ２６１０２１ 参・外防委 北村 経夫 君 大臣 問１（１） 

文書１３３ ２６１０２１ 参・外防委 北村 経夫 君 武藤内閣審議官 

問１（２） 

文書１３４ ２６１０２１ 参・外防委 井上 哲士 君 防衛政策局長 問

５（１） 

文書１３５ ２６１０２１ 参・外防委 井上 哲士 君 防衛政策局長 問

５（２） 



 

 16 

文書１３６ ２６１０２１ 参・外防委 井上 哲士 君 大臣 問５（３） 

文書１３７ ２６１０２８ 参・外防委 井上 哲士 君 防衛政策局長 問

６（１） 

文書１３８ ２６１０２８ 参・外防委 井上 哲士 君 防衛政策局長 問

６（２） 

文書１３９ ２６１０２８ 参・外防委 井上 哲士 君 防衛政策局長 問

６（３） 

文書１４０ ２６１０３１ 衆・安保委 三谷 英弘 君 武藤審議官 問２

（１） 

文書１４１ ２６１１２４ 参・外防委 井上 哲士 君 政府参考人 問５ 

文書１４２ ２７０３１２ 衆・予算委 大串 博志 君 大臣 問９ 

文書１４３ ２７０３２０ 参・予算委 大塚 耕平 君 大臣 想問３ 

文書１４４ ２７０３２０ 参・予算委 大塚 耕平 君 大臣 想問８ 

文書１４５ ２７０３２３ 参・予算委 大野 元裕 君 大臣 問５ 

文書１４６ ２７０３２４ 参・外防委 大野 元裕 君 大臣 問６ 

文書１４７ ２７０３２４ 参・外防委 小西 洋之 君 大臣 問９（１） 

文書１４８ ２７０３２４ 参・外防委 小西 洋之 君 大臣 問９（２） 

文書１４９ ２７０３３０ 衆・予算委 後藤 祐一 君 大臣 問３ 

文書１５０ ２７０３３０ 参・予算委 大塚 耕平 君 総理 想定問７ 

文書１５１ ２７０３３０ 参・予算委 大塚 耕平 君 大臣 問９ 

文書１５２ ２７０３３０ 参・予算委 大塚 耕平 君 大臣 問１０ 

文書１５３ ２７０４０１ 衆・外務委 長島 昭久 君 石川政務官 問４ 

文書１５４ ２７０４０２ 参・外防委 小西 洋之 君 大臣 想問９（１

） 

文書１５５ ２７０４０２ 参・外防委 小西 洋之 君 大臣 想問９（２

） 

文書１５６ ２７０４０７ 参・外防委 小西 洋之 君 大臣 想定問１１

（１） 

文書１５７ ２７０４０７ 参・外防委 小西 洋之 君 大臣 想定問１１

（２） 

文書１５８ ２７０４２０ 参・決算委 小西 洋之 君 大臣 想問１０（

１） 

文書１５９ ２７０４２０ 参・決算委 小西 洋之 君 大臣 想問１０（

２） 

文書１６０ ２７０５１２ 参・外防委 佐藤 正久 君 大臣 問８ 

文書１６１ ２７０５１２ 参・外防委 佐藤 正久 君 参考人 問９ 

文書１６２ ２７０５１２ 参・外防委 佐藤 正久 君 参考人 問１０ 

文書１６３ ２７０５１２ 参・外防委 佐藤 正久 君 大臣 問１１ 
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文書１６４ ２７０５２９ 衆・平安特委 濱地 雅一 君 大臣 問１ 

文書１６５ ２７０５２９ 衆・平安特委 濱地 雅一 君 大臣 問２（１

） 

文書１６６ ２７０５２９ 衆・平安特委 濱地 雅一 君 大臣 問２（２

） 

文書１６７ ２７０５２９ 衆・平安特委 濱地 雅一 君 大臣 問３ 

文書１６８ ２７０５２９ 衆・平安特委 濱地 雅一 君 大臣 問４ 

文書１６９ ２７０６０１ 衆・平安特委 後藤 祐一 君 総理 想問２ 

文書１７０ ２７０６０１ 衆・平安特委 後藤 祐一 君 大臣 想問２（

１） 

文書１７１ ２７０６０１ 衆・平安特委 後藤 祐一 君 大臣 想問２（

２） 

文書１７２ ２７０６０１ 衆・平安特委 玄葉 光一郎 君 総理 問５ 

文書１７３ ２７０６０１ 衆・平安特委 玄葉 光一郎 君 大臣 問９ 

文書１７４ ２７０６０１ 衆・平安特委 玄葉 光一郎 君 大臣 問１０ 

文書１７５ ２７０６０１ 衆・平安特委 今井 雅人 君 総理 想問９ 

文書１７６ ２７０６０５ 衆・平安特委 吉村 洋文 君 大臣 問１ 

文書１７７ ２７０６０５ 衆・平安特委 吉村 洋文 君 大臣 問２ 

文書１７８ ２７０６０５ 衆・平安特委 吉村 洋文 君 大臣 問３ 

文書１７９ ２７０６０５ 衆・平安特委 吉村 洋文 君 大臣 問４ 

文書１８０ ２７０６０５ 衆・平安特委 吉村 洋文 君 大臣 問５（１

） 

文書１８１ ２７０６０５ 衆・平安特委 吉村 洋文 君 大臣 問５（２

） 

文書１８２ ２７０６０５ 衆・平安特委 吉村 洋文 君 大臣 問６ 

文書１８３ ２７０６０５ 衆・平安特委 吉村 洋文 君 大臣 問７ 

文書１８４ ２７０６０５ 衆・平安特委 吉村 洋文 君 大臣 問８ 

文書１８５ ２７０６０５ 衆・平安特委 吉村 洋文 君 大臣 問９ 

文書１８６ ２７０６０５ 衆・平安特委 吉村 洋文 君 大臣 問１０ 

文書１８７ ２７０６０５ 衆・平安特委 吉村 洋文 君 大臣 問１１ 

文書１８８ ２７０６０５ 衆・平安特委 吉村 洋文 君 外相 想問１ 

文書１８９ ２７０６０５ 衆・平安特委 民主党共通想定 大臣 

文書１９０ ２７０６１０ 衆・平安特委 宮本 徹 君 大臣 問３（１） 

文書１９１ ２７０６１０ 衆・平安特委 宮本 徹 君 大臣 問３（２） 

文書１９２ ２７０６１０ 衆・平安特委 宮本 徹 君 大臣 問３（３） 

文書１９３ ２７０６１０ 衆・平安特委 宮本 徹 君 大臣 問３（４） 

文書１９４ ２７０６１０ 衆・平安特委 宮本 徹 君 大臣 問３（５） 

文書１９５ ２７０６１０ 衆・平安特委 宮本 徹 君 大臣 問３（６） 
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文書１９６ ２７０６１０ 衆・平安特委 宮本 徹 君 大臣 問３（７） 

文書１９７ ２７０６１０ 衆・平安特委 宮本 徹 君 大臣 問３（８） 

文書１９８ ２７０６１２ 衆・平安特委 民主党共通想定 大臣 問２３ 

文書１９９ ２７０６１５ 衆・平安特委 今井 雅人 君 大臣 問８ 

文書２００ ２７０６１５ 衆・平安特委 民主党共通想定 大臣 問９ 

文書２０１ ２７０６１５ 衆・平安特委 民主党共通想定 大臣 問１０ 

文書２０２ ２７０６１５ 衆・平安特委 民主党共通想定 大臣 問１２ 

文書２０３ ２７０６１５ 衆・平安特委 民主党共通想定 大臣 問１３ 

文書２０４ ２７０６１７ 衆・平安特委 共通想定 大臣 問３９ 

文書２０５ ２７０６１９ 衆・平安特委 宮本 徹 君 大臣 問３（１） 

文書２０６ ２７０６１９ 衆・平安特委 宮本 徹 君 大臣 問３（２） 

文書２０７ ２７０６１９ 衆・平安特委 宮本 徹 君 大臣 問３（３） 

文書２０８ ２７０６１９ 衆・平安特委 宮本 徹 君 大臣 問３（４） 

文書２０９ ２７０６２９ 衆・平安特委 長島 昭久 君 大臣 想４（４

） 

文書２１０ ２７０６２９ 衆・平安特委 長島 昭久 君 大臣 想５（２

） 

文書２１１ ２７０６２９ 衆・平安特委 長島 昭久 君 大臣 想５（３

） 

文書２１２ ２７０６２９ 衆・平安特委 長島 昭久 君 外相 想２ 

文書２１３ ２７０６２９ 衆・平安特委 緒方 林太郎 君 大臣 想２ 

文書２１４ ２７０７０３ 衆・平安特委 長島 昭久 君 大臣 想５ 

文書２１５ ２７０７０３ 衆・平安特委 柿沢 未途 君 大臣 問２ 

文書２１６ ２７０７０８ 衆・平安特委 畑野 君枝 君 大臣 問２ 

文書２１７ ２７０７０８ 衆・平安特委 畑野 君枝 君 大臣 問３ 

文書２１８ ２７０７０８ 衆・平安特委 畑野 君枝 君 大臣 問４ 

文書２１９ ２７０７０８ 衆・平安特委 畑野 君枝 君 大臣 問７ 

文書２２０ ２７０７０８ 衆・平安特委 畑野 君枝 君 大臣 問８ 

文書２２１ ２７０７０８ 衆・平安特委 畑野 君枝 君 大臣 問９ 

文書２２２ ２７０７０８ 衆・平安特委 畑野 君枝 君 大臣 問１０ 

文書２２３ ２７０７１０ 衆・平安特委 上田 勇 君 総理 問２ 

文書２２４ ２７０７１０ 衆・平安特委 上田 勇 君 大臣 問２ 

文書２２５ ２７０７１０ 衆・平安特委 辻元 清美 君 大臣 想１５ 

文書２２６ ２７０７１０ 衆・平安特委 井上 英孝 君 総理 問５ 

文書２２７ ２７０７１０ 衆・平安特委 井上 英孝 君 大臣 問５ 

文書２２８ ２７０７１３ 衆・平安特委 後藤 祐一 君 大臣 問１８ 

文書２２９ ２７０７１３ 衆・平安特委 後藤 祐一 君 大臣 想問１９ 

文書２３０ ２７０７１３ 衆・平安特委 後藤 祐一 君 外相 想８ 
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文書２３１ ２７０７１３ 衆・平安特委 後藤 祐一 君 外相 想９ 

文書２３２ ２７０７１３ 衆・平安特委 宮本 徹 君 大臣 問３ 

文書２３３ ２７０７１３ 衆・平安特委 宮本 徹 君 大臣 問４ 

文書２３４ ２７０７１５ 衆・平安特委 遠山 清彦 君 総理 想２ 

文書２３５ ２７０７１５ 衆・平安特委 遠山 清彦 君 大臣 想２ 

文書２３６ ２７０７１５ 衆・平安特委 赤嶺 政賢 君 大臣 問６（１

） 

文書２３７ ２７０７１５ 衆・平安特委 赤嶺 政賢 君 大臣 問６（２

） 

文書２３８ ２７０７２８ 参・平安特委 佐藤 正久 君 大臣 問１０（

１） 

文書２３９ ２７０７２８ 参・平安特委 佐藤 正久 君 大臣 問１０（

２） 

文書２４０ ２７０７２８ 参・平安特委 大野 元裕 君 総理 問６ 

文書２４１ ２７０７２８ 参・平安特委 大野 元裕 君 大臣 問６ 

文書２４２ ２７０７２９ 参・平安特委 西田 実仁 君 大臣 問６ 

文書２４３ ２７０７２９ 参・平安特委 西田 実仁 君 石川政務官 問

５ 

文書２４４ ２７０７２９ 参・平安特委 和田 政宗 君 大臣 問１２ 

文書２４５ ２７０８０３ 参・平安特委 小西 洋之 君 大臣 想１８ 

文書２４６ ２７０８０３ 参・平安特委 井上 哲士 君 大臣 問３（１

） 

文書２４７ ２７０８０３ 参・平安特委 井上 哲士 君 大臣 問３（２

） 

文書２４８ ２７０８０３ 参・平安特委 井上 哲士 君 外相 問２ 

文書２４９ ２７０８０３ 参・平安特委 吉田 忠智 君 大臣 問１ 

文書２５０ ２７０８０３ 参・平安特委 吉田 忠智 君 大臣 問２ 

文書２５１ ２７０８０３ 参・平安特委 吉田 忠智 君 大臣 問３ 

文書２５２ ２７０８０４ 参・平安特委 矢倉 克夫 君 大臣 問４ 

文書２５３ ２７０８０５ 参・平安特委 北村 経夫 君 大臣 問１１ 

文書２５４ ２７０８０５ 参・平安特委 平木 大作 君 大臣 問１ 

文書２５５ ２７０８０５ 参・平安特委 平木 大作 君 大臣 問２ 

文書２５６ ２７０８０５ 参・平安特委 平木 大作 君 大臣 問４ 

文書２５７ ２７０８２１ 参・平安特委 蓮 舫 君 総理 想５ 

文書２５８ ２７０８２１ 参・平安特委 蓮 舫 君 総理 想６ 

文書２５９ ２７０８２１ 参・平安特委 蓮 舫 君 総理 想７ 

文書２６０ ２７０８２１ 参・平安特委 蓮 舫 君 大臣 想４（１） 

文書２６１ ２７０８２１ 参・平安特委 蓮 舫 君 大臣 想４（２） 
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文書２６２ ２７０８２１ 参・平安特委 蓮 舫 君 大臣 想４（３） 

文書２６３ ２７０８２１ 参・平安特委 蓮 舫 君 大臣 想４（４） 

文書２６４ ２７０８２１ 参・平安特委 蓮 舫 君 大臣 想４（５） 

文書２６５ ２７０８２１ 参・平安特委 蓮 舫 君 大臣 想４（６） 

文書２６６ ２７０８２１ 参・平安特委 蓮 舫 君 大臣 想４（７） 

文書２６７ ２７０８２１ 参・平安特委 蓮 舫 君 大臣 想４（８） 

文書２６８ ２７０８２１ 参・平安特委 蓮 舫 君 大臣 想５（１） 

文書２６９ ２７０８２１ 参・平安特委 水野 賢一 君 大臣 問１ 

文書２７０ ２７０８２１ 参・平安特委 統幕共通想定 大臣 想９ 

文書２７１ ２７０８２６ 参・平安特委 小川 勝也 君 大臣 想４ 

文書２７２ ２７０８２６ 参・平安特委 小川 勝也 君 大臣 想５（１

） 

文書２７３ ２７０８２６ 参・平安特委 小川 勝也 君 大臣 想５（２

） 

文書２７４ ２７０８２６ 参・平安特委 小川 勝也 君 大臣 想５（３

） 

文書２７５ ２７０８２６ 参・平安特委 小川 勝也 君 大臣 想５（４

） 

文書２７６ ２７０８２６ 参・平安特委 小川 勝也 君 外相 問１ 

文書２７７ ２７０８２６ 参・平安特委 小川 勝也 君 外相 問２ 

文書２７８ ２７０８２６ 参・平安特委 小川 勝也 君 外相 問３ 

文書２７９ ２７０８２６ 参・平安特委 水野 賢一 君 大臣 問３ 

文書２８０ ２７０９０２ 参・平安特委 仁比 聡平 君 大臣 想３ 

文書２８１ ２７０９０２ 参・平安特委 仁比 聡平 君 大臣 想４（１

） 

文書２８２ ２７０９０２ 参・平安特委 仁比 聡平 君 大臣 想４（２

） 

文書２８３ ２７０９０２ 参・平安特委 仁比 聡平 君 大臣 想４（３

） 

文書２８４ ２７０９０２ 参・平安特委 仁比 聡平 君 大臣 想４（４

） 

文書２８５ ２７０９０２ 参・平安特委 仁比 聡平 君 大臣 想４（５

） 

文書２８６ ２７０９０４ 参・平安特委 蓮 舫 君 大臣 想１（１） 

文書２８７ ２７０９０４ 参・平安特委 蓮 舫 君 大臣 想１（２） 

文書２８８ ２７０９０４ 参・平安特委 蓮 舫 君 大臣 想１（３） 

文書２８９ ２７０９０４ 参・平安特委 蓮 舫 君 大臣 想１（４） 

文書２９０ ２７０９０４ 参・平安特委 蓮 舫 君 大臣 想１（５） 
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文書２９１ ２７０９０４ 参・平安特委 蓮 舫 君 大臣 想１（６） 

文書２９２ ２７０９０４ 参・平安特委 蓮 舫 君 大臣 想１（７） 

文書２９３ ２７０９０４ 参・平安特委 蓮 舫 君 大臣 想１（８） 

文書２９４ ２７０９０４ 参・平安特委 蓮 舫 君 大臣 想１（９） 

文書２９５ ２７０９０４ 参・平安特委 蓮 舫 君 大臣 想１（１０） 

文書２９６ ２７０９０４ 参・平安特委 蓮 舫 君 大臣 想１（１１） 

文書２９７ ２７０９０４ 参・平安特委 蓮 舫 君 大臣 想１（１２） 

文書２９８ ２７０９０４ 参・平安特委 蓮 舫 君 大臣 想１（１３） 

文書２９９ ２７０９０４ 参・平安特委 蓮 舫 君 大臣 想１（１４） 

文書３００ ２７０９０４ 参・平安特委 水野 賢一 君 大臣 想３（１

） 

文書３０１ ２７０９０４ 参・平安特委 水野 賢一 君 大臣 想３（２

） 

文書３０２ ２７０９１４ 参・平安特委 佐藤 正久 君 大臣 問１４（

１） 

文書３０３ ２７０９１４ 参・平安特委 佐藤 正久 君 大臣 問１４（

２） 

文書３０４ ２７０９１６ 参・平安特委 共通想定 大臣 想２６ 
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別紙２ 

 

不開示とした部分 不開示とした理由 

文書６３の一部 内閣情報調査室の課長相当職未満の職員

の氏名が記載されており，公にすることに

より特定の個人を識別することが可能とな

り，同室が行う情報収集活動に対して他国

機関等から対抗・妨害措置を講じられるな

ど，同室が行う事務の適正な遂行に支障を

及ぼすおそれがあり，ひいては我が国の安

全が害されるおそれがあることから，法５

条３号に該当するため不開示とした。 

 また，警察庁の警部及び同相当職以下の

職員の氏名が記載されており，公にするこ

とにより，犯罪の予防，鎮圧又は捜査，公

訴の維持，刑の執行その他公共の安全と秩

序の維持に支障を及ぼすおそれがあること

から，法５条４号に該当するため不開示と

した。 

文書６３，１５０，１６９，１

７２，１７５，２２３，２２

６，２３４，２４０及び２５７

ないし２５９のそれぞれ一部 

職員の直通電話，自宅，携帯番号，メー

ルアドレス等の連絡先であり，公にするこ

とにより，いたずらや業務妨害等を目的と

した電話，通信等を容易ならしめ，行政事

務の適正な遂行に著しく支障を及ぼすおそ

れがあることから，法５条６号に該当する

ため不開示とした。 

 

 


